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4500講は
ココが
新しい!

● 第一線で活躍する金融実務家、弁護士、裁判所関係者からなる
　豪華執筆陣による大幅改訂 !
●初版（1958年）発刊以後、半世紀を越える実績 !

● 実務で起こりうるあらゆる問題点を網羅。
　「設問」→「結論」→「解説」の形式でわかりやすく構成 !

● 「解説」では根拠となる法令や判例が明記され、
　実務上必要なさまざまな論点に言及 !

新法制・新ルールに
対応

最新の実務動向を
フォロー

海外進出支援関連
輸出入為替、信用状取引

最新の融資手法関連
PFI、シンジケート・ローン、ABL

経営改善支援強化関連
金融円滑化法失効後の実務対応、
コンサル機能強化

事業再生関連
事業再生ファンド、DPO、事業再生ADR

危機管理・危機対応関連
事業継続計画（BCP）、
事業継続管理（BCM）

金融商品トラブル解決関連
金融ADR対応

税務コンプライアンス関連
FATCA対応　

でんさいネット
利用方法（要件・手数料）、活用方法（譲
渡・分割・保証）、支払不能処分制度　

改正犯罪収益移転防止法
本人特定事項の確認

改正金融商品取引法
デリバティブ取引規制、信用格付け規制

第1章 コンプライアンス
 第 1 節  コンプライアンス総論
 第 2 節  金融商品取引に係るルール
 第 3 節  金融ADR
 第 4 節  守秘義務
 第 5 節  個人情報保護
 第 6 節  顧客情報管理
 第 7 節  独占禁止法、景表法
 第 8 節  マネーローンダリング
 第 9 節 FATCA対応
 第10節 預金業務にかかわるコンプライアンス
 第11節 貸出業務にかかわるコンプライアンス
 第12節 証券業務等にかかわるコンプライアンス
 第13節 その他のコンプライアンス
 第14節 利用者保護
 第15節 反社会的勢力との対決
 第16節 金融行政
 第17節 不祥事件 

第2章 金融機関の危機管理態勢と事業継続マネジメント
 第 1 節  事業継続マネジメントの概要
 第 2 節  金融機関のための事業継続ガイドライン
 第 3 節  リスク分析手法
 第 4 節  突発的災害の特徴と対策ー地震・風水害
 第 5 節  保険とリスク・ファイナンス
 第 6 節  段階的災害の特徴と対策ー新型インフルエンザ
 第 7 節  金融機関のビジネスインパクト分析
 第 8 節  復旧目標の設定
 第 9 節  危機管理体制とBCPの発動
 第10節 中小企業貸出と金融機関の事業継続マネジメント
 第11節 従業員の安全管理とホームBCP
 第12節 BCP訓練と評価
 第13節 事業継続マネジメントの監査
 第14節 報道の役割と限界
 第15節 格付と事業継続マネジメント

第3章 取引の相手方等 
 第 1 節  個人に対する確認
 第 2 節  法人に対する確認
 第 3 節  個人との取引
 第 4 節  法人との取引
 第 5 節  電子取引（非対面取引）

第4章 預　　金 
 第 1 節  入金
 第 2 節  預金の払戻し・解約
 第 3 節  預金の管理
 第 4 節  預金への差押え・転付
 第 5 節  預金者の死亡と相続
 第 6 節  預金取引先の法的整理
 第 7 節  預金の利子
 第 8 節  預金の時効
 第 9 節  預金保険

第5章 投資信託の窓販等
 第 1 節  総論
 第 2 節  投資信託の窓販
 第 3 節  投資信託の種類
 第 4 節  投資信託の運営と手続
 第 5 節  投資信託販売の基本原則等
 第 6 節  投資信託販売の禁止行為
 第 7 節  投資信託販売の留意点
 第 8 節  投資信託の管理

第6章 保険の窓販等
 第 1 節  総論
 第 2 節  募集
 第 3 節  弊害防止措置
 第 4 節  保険契約の保全
 第 5 節  その他の留意点
第7章 公共債の窓販等

新章創設！
営業店における危機管理・危機
対応上の留意点、事業継続計画
（BCP）、原因事象と結果事象、事
業継続管理（BCM）の監査など

新設項目！
電子取引と本人確認、決済取引にお
ける誤認防止策、電子取引と説明義
務・書面交付義務など

最新の判例をフォロー！

項目拡充！
毎月分配型投資信託の販売時の留意
点、自己責任原則と説明義務の関
係、投資家の判断（購入・解約・継
続保有）とアフターフォロー、口座
管理機関の業務、投資信託に対する
差押えなど

 第 1 節  コンプライアンス総論
 第 2 節  金融商品取引に係るルール

 第 5 節  個人情報保護
 第 6 節  顧客情報管理
 第 7 節  独占禁止法、景表法
 第 8 節  マネーローンダリング

 第10節 預金業務にかかわるコンプライアンス
 第11節 貸出業務にかかわるコンプライアンス
 第12節 証券業務等にかかわるコンプライアンス
 第13節 その他のコンプライアンス

 第15節 反社会的勢力との対決
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金融機関の営業店実務に必須のバイブル !
銀行窓口の法務対策とは……

新設項目！
金融ADR制度の運営主体、手続き
の流れ、手続実施状況、為替デリバ
ティブ取引とADR対応など

新設項目！
FATCAの適用範囲、FFI契約、本人
確認手続、非協力的口座保有者、犯
罪収益移転防止法との相違点など
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第1章 内国為替
 第 1 節 　全国銀行内国為替制度の仕組みと為替契約
 第 2 節 　送金
 第 3 節 　振込 
 第 4 節 　国庫送金・国庫金振込
 第 5 節 　代金取立
 第 6 節 　為替貸借の決済

第2章 手形交換
 第 1 節 　交換呈示および決済
 第 2 節 　不渡事由・不渡宣言
 第 3 節 　不渡届の取扱い
 第 4 節 　異議申立
 第 5 節 　取引停止処分

第3章 手　　形 
 第 1 節 　手形行為
 第 2 節 　手形の振出
 第 3 節 　手形の裏書
 第 4 節 　手形保証と手形引受け
 第 5 節 　手形の支払
 第 6 節 　遡求
 第 7 節 　手形・小切手の事故
 第 8 節 　時効・利得償還請求権
 第 9 節 　手形と印紙税

第4章 小 　切 　手 
 第 1 節 　小切手要件と振出
 第 2 節 　小切手の裏書
 第 3 節 　小切手支払と支払拒絶
 第 4 節 　自己宛小切手（預手）
 第 5 節 　線引小切手

第5章 電子記録債権
 第 1 節 　電子記録債権の法制
 第 2 節 　でんさいネット
 第 3 節 　その他の電子債権記録機関

第6章 外国為替
 第 1 節 　総論
 第 2 節 　信用状
 第 3 節 　運送書類
 第 4 節 　保険書類
 第 5 節 　輸出為替
 第 6 節 　輸入為替
 第 7 節 　貿易外為替
 第 8 節 　外貨貸付
 第 9 節 　為替予約
 第10節　支払承諾

第7章 付随業務
 第 1 節 　総論
 第 2 節 　株式払込み
 第 3 節 　株式配当金の支払
 第 4 節 　金の売買
 第 5 節 　貸金庫・保護預り
 第 6 節 　指定金融機関
 第 7 節 　国庫金出納事務
 第 8 節 　各種料金の収納・支払
 第 9 節 　ディーリング
 第10節　デリバティブ業務
 第11節　FP・PB業務
 第12節　証券仲介業務、証券紹介業務
 第13節　市場誘導業務
 第14節　M&A業務
 第15節　ビジネスマッチング業務

第8章　年　　金 
 第 1 節 　公的年金
 第 2 節 　確定給付企業年金
 第 3 節 　確定拠出年金
 第 4 節 　その他の企業年金・退職金制度

第9章 信託業務
第10章 クレジットカード業務
第11章 リ ー ス 業 務
 第 1 節 　リース契約
 第 2 節 　リース物件の引渡し
 第 3 節 　リース物件の使用
 第 4 節 　リース債権の保全
 第 5 節 　契約違反・ユーザーの倒産
 第 6 節 　特殊なリースその他

第1章 貸　　出
 第 1 節 　与信取引と利用者保護
 第 2 節 　レンダーライアビリティ
 第 3 節 　貸出金利
 第 4 節 　銀行取引約定書の徴求
 第 5 節 　表明保証・コベナンツ
 第 6 節 　手形割引
 第 7 節 　手形貸付
 第 8 節 　証書貸付
 第 9 節 　当座貸越
 第10節　特殊な当座貸越
 第11節　支払承諾（債務保証）
 第12節　代理貸付
 第13節　貸付有価証券
 第14節　コミットメントライン契約
 第15節　シンジケートローン
 第16節　ストラクチャードファイナンス
 第17節　ABL
 第18節　私募債
 第19節　消費者ローン
 第20節　個人信用情報センター 

第2章 保　　証
 第 1 節 　一般保証
 第 2 節 　信用保証協会の保証
 第 3 節 　損害担保契約
 第 4 節 　保証予約等

第3章 貸出金管理
 第 1 節 　一般的保全管理
 第 2 節 　延期・更改
 第 3 節 　債務者の変動
 第 4 節 　法人の変動
 第 5 節 　詐害行為取消権・債権者代位権
 第 6 節 　時効・時効中断
 第 7 節 　債権譲渡
 第 8 節 　債務引受け
 第 9 節 　公正証書
 第10節　債権流動化

第4章 自己査定
第5章 中小企業への経営改善支援とコンサルティング機能強化
 第 1 節 　金融円滑化法の概要
 第 2 節 　コンサルティング機能
 第 3 節 　資本性借入金

第6章 協同組織金融機関

全面刷新！
電子手形と電子記録債権の相違、電
子記録債権と譲渡禁止特約の可否、
電子記録保証、電子記録債権の差押
え、でんさいネット利用のメリッ
ト、手形の不渡処分との連携、電子
記録債権版一括ファクタリングのメ
リットなど

大幅拡充！
犯収法に基づく届出義務・通知義務、
BPO（Bank Payment Obligation）、
通知銀行の義務、信用状でいう
Carrier、保険約款の改訂、輸出代
金の第三者宛て振込、輸出手形保険
の取扱い、ボンドとスタンドバイL/
C、URDG458と758など

最新の制度、実務をフォロー！

大幅拡充！
遺言信託、後見制度支援信託、特定
寄附信託など

大幅拡充！
カード加盟店の管理、包括支払可能
見込額調査、書面の交付、苦情処理
対応など

大幅拡充！
保証対象外業種、長期経営資金保
証、特定信用状関連保証制度、再挑
戦支援保証制度など

新設項目！
金融円滑化法の趣旨・背景、金融円
滑化法失効後の実務対応、コンサル
ティング機能強化、金融検査指摘事
例集のポイント、資本性借入金の活
用など

リース取引のメリットに係る項目を
拡充！
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内容見本

設問・結論・解説で
あらゆる金融実務の指針を
簡潔・明確に示します。

ABL等、債権・動産譲渡特例法に関
連する項目を拡充！

大幅拡充！
ＤＰＯの仕組み、ＤＰＯの活用方法、
事業再生ファンドの種類、活用方法
など

新設項目！
事業再生ＡＤＲ手続、他の再生手続と
の比較、主要金融機関との調整、事業
再生計画書のポイントなど

第1章 不動産担保
 第 1 節 　総論
 第 2 節 　抵当権
 第 3 節 　根抵当権
 第 4 節 　工場抵当
 第 5 節 　工場財団抵当
 第 6 節 　各種財団その他の抵当
 第 7 節 　仮登記担保
 第 8 節 　不動産担保の登記

第2章 預金担保
 第 1 節 　総論
 第 2 節 　自行預金担保
 第 3 節 　他行預金担保
 第 4 節 　預金担保の管理

第3章 有価証券担保 
 第 1 節 　総論
 第 2 節 　手形担保
 第 3 節 　株式担保
 第 4 節 　国債・公社債等の担保

第4章 動産担保
第5章 債権担保等
 第 1 節 　総論
 第 2 節 　保険金請求権の担保
 第 3 節 　特殊な債権担保等
 第 4 節 　知的財産権担保

第6章 担保権と信託
第7章 担保権と国税

第1章 回　　収
 第 1 節 　弁済（代位弁済を含む）
 第 2 節 　銀行からの相殺（差引計算を含む）
 第 3 節 　取引先からの相殺
 第 4 節 　仮差押え・仮処分
 第 5 節 　調停・訴訟
 第 6 節 　強制執行
 第 7 節 　債権譲渡による不良債権処理
 第 8 節 　貸出金の償却

第2章 担保権の実行
 第 1 節 　質権の実行
 第 2 節 　抵当権の実行
 第 3 節 　仮登記担保権の実行
 第 4 節 　譲渡担保権・その他の実行

第3章 事業再生と倒産処理 
 第 1 節 　総論
 第 2 節 　破産
 第 3 節 　民事再生
 第 4 節 　会社更生
 第 5 節 　特別清算
 第 6 節 　私的整理
 第 7 節 　私的整理ガイドライン
 第 8 節 　事業再生ＡＤＲ
 第 9 節 　事業再生のための機関
 第10節 　事業再生の手法

全5巻、計約4500問で金
融実務のありとあらゆる
論点を網羅しています。

「○○○とは何か」から
「△△△のときはどうす
ればよいか」まで、実務
上でよくある疑問を厳選
して掲載しています。

結 論  では定義や実
務上のポイントを簡潔に
説明しました。
解 説  では根拠法令
や最新の関連判例を紐
解きながら金融実務をわ
かりやすく解説していま
す。参照すべき他設問も
提示し、周辺論点まで言
及することによって、体
系的に理解することがで
きます。
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